
流れ図（国内）1 

 

～ ～ 

～ ～ 

参照２． 

はい 

いいえ 

いいえ 

はい はい 

爆発事象か 

核爆発 RN を  

検出した 
核爆発が明白 

はい 

いいえ 

自然地震等 

 

連続波形データの解析・評価 

核爆発 RN 注３の探知・解析 

OSI 要請する 

いいえ 

はい 

執行理事会へ 

OSI 要請 

Ａ 

いいえ 

～核爆発の疑いがある事象の発生から 

   現地査察（ＯＳＩ）要請までの流れ～ 

参照３． 

参照６． 

参照４． 

参照５． 

被疑国との「協議及び説明」 

① 

 核爆発の疑いがある事象 

条約違反なし 

執行理事会へ 

② 

IDC 注１から IMS 注２データの取得  

国内運用体制からの助言  

国内運用体制からの助言  

OSI 要請 

A’ 

：国内における手続 
：執行理事会における手続 

 
注１：IDC：国際データセンター 
注２：IMS：国際検証制度 
注３：核爆発 RN：核爆発によって

生成された放射性核種 

（他締約国） 参照１． 

協議及び説明を 

通じ疑義なし 

技術諮問委員会  

技術諮問委員会  

解析・評価 

独自の情報収集 

独自の情報収集 

解析・評価 

（意見交換） 

（意見交換） 



流れ図（国内）2 

条約違反 

条約違反なし 
いいえ 

はい 

核実験である 

執行理事会における「協議及び説明」 

はい 

 締約国会議への勧告 

国連への注意喚起 

いいえ 

 締約国会議への勧告 

国連への注意喚起 

協議及び説明を 

通じ疑義なし 

参照４． 

① 

どちらでもない 

・説明を要請される締約国は、

要請受領後 48 時間以内に執行

理事会において説明 

条約違反なし 

A” 

 

② 

～執行理事会における「協議及び説明」～ 

～「IMS で核爆発 RN を検出した」、「核爆発が明白」である場合～ 



流れ図（国内）3 

核爆発の疑いがある事象の発生から 

現地査察（ＯＳＩ）要請までの流れ 

（留意事項） 

 

一般事項：核爆発の疑いがある事象の判断 

（１）核爆発の疑いがある事象とは、核爆発に起因して発生した事象である疑

いがあるものを指す。 

（２）ＣＴＢＴＯ技術事務局（ＴＳ）の国際データセンター（ＩＤＣ）は、国

際監視制度（ＩＭＳ）が観測したデータを収集して解析及び評価を行う

ものの、その事象が核爆発であるとの判断は行わない（条約議定書第一

部１８）。 

（３）核爆発の疑いがある事象に関する最終的な判断は、締約国がその責任に

おいて行う。すなわち、条約に違反して核爆発実験を行ったかどうかの

判断は締約国が判断し、執行理事会が決定する。 

（４）その判断根拠は、（イ）ＩＤＣから提供されるデータ（ＩＭＳの観測デー

タ及び条約議定書の附属書二にいう収集したＩＭＳ観測データの解析・

評価結果（「標準的な資料」）等）及び/または（ロ）締約国内の検証技術

を通じて得た独自の情報。 

（５）国内の検証技術によって核実験の有無を判断した場合、執行理事会にお

ける協議において、情報源、その信頼性等を示す必要がある（条約議定

書第二部４１（ｆ））。国内の検証技術によって得られた情報は、ＩＤＣ

からの情報を補足・補完するものである。 

 

参照１．ＩＤＣからＩＭＳデータの取得 

（１）現在、国内データセンター１（ＮＤＣ－１、日本気象協会）においては、

地震波、微気圧振動及び水中音波データの一部をＩＤＣから取得し、核

爆発の疑いがある事象が発生した時に、ＩＤＣから全てのデータを取得

する体制をとっている。なお、平成２２年度中に、核爆発の疑いがある

事象の有無にかかわらず、常時自動的にＩＤＣからＩＭＳデータを取得

する体制が整備される予定である。 

（２）ＮＤＣ－２（日本原子力研究開発機構）が実施する放射性核種の探知に

ついては、核爆発の疑いがある事象の有無にかかわらず、常時自動的に

ＩＤＣからＩＭＳデータを取得している。 

 

参照２．連続波形データの解析・評価 

（１）ＩＤＣから提供される（イ）地震波、（ロ）微気圧振動、及び（ハ）水中

音波データから探知された当該事象に係る観測データを解析・評価する。 

（２）解析・評価は、事象が発生した位置、深さ（または高度）、事象の規模等

について行い、爆発事象（可能であれば人工爆発）に起因した地震等か
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どうかを特定するための分析を行う。 

（３）解析・評価は、主にＮＤＣ－１及び軍縮・不拡散促進センターが実施し、

国内当局（軍備管理軍縮課）に対して助言を行う。 

 

参照３．核爆発ＲＮの探知・解析 

（１）核爆発の疑いがある事象を「核爆発である」と判定するためには、連続

波形データの解析・評価によって、当該事象が「爆発事象である」との

判定が行われていることが前提である。 

（２）上記（１）と併せ、ＩＤＣから提供された放射性核種の観測データに、

核爆発によって生成される放射性核種が検出され、かつこれが当該爆発

事象の発生時に起きた核爆発によって生成されたものであると立証され

る必要がある。 

（３）解析・評価は、主にＮＤＣ－２及び軍縮・不拡散促進センターが実施し、

国内当局（軍備管理軍縮課）に対して助言を行う。 

 

【参照１．及び２．に関する注：核爆発の疑いがある事象に関する最終判断を行う条件】 

（１）連続波形データの解析・評価（参照１．）によって、爆発事象であるとの判断が行われ、

かつ右爆発によって生成された放射性核種が検知される（参照２．）必要がある。 

（２）更に、上記（１）併せ、政治的な判断が加えられ得る。 

 

参照４．協議及び説明 

（１）「協議及び説明」において、まずは被疑国との間でＴＳの協力を得つつ、

必要に応じて執行理事会において懸念を解消する方法がとられる。なお、

「協議及び説明」のために、締約国のＯＳＩを要請する権利は妨げられ

ない。 

（２）「協議及び説明」によって懸念が解消されないとき 

（イ）被疑国との「協議及び説明」によって懸念が解消されない場合 

 「協議及び説明」において理事国ではない締約国が参加できる執行理事会

において問題を検討するとともに、執行理事会が事態を是正するための措置

を勧告する。 

（ロ）執行理事会における「協議及び説明」によって懸念が解消されない場合 

（ａ）締約国会議への勧告または国際連合への注意喚起を行うことができ

る。 

（ｂ）ＯＳＩを通じて条約違反を明らかにすることが考えられる。 

 

参照５．「ＩＭＳで核爆発ＲＮを検出した」、「核爆発が明白」である場合 

（１）核爆発の疑いがある事象がＩＭＳのデータのみによって核爆発であると

の判断を行う場合は、爆発事象であること及び当該爆発（核爆発）によ

って生成された放射性核種が検知され、この事象が核爆発であることを

十分に示す必要がある。この場合、締約国は執行理事会の開催を要請し
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て、条約違反を検討することができる（条約第２条３４、同４１）。 

（２）執行理事会は、上記（１）の検討結果に従い、適当な措置をとることが

できる（条約第２条４１及び第５条）。 

 

参照６．ＯＳＩ要請 

（１）ＯＳＩの要請は締約国の権利であって、義務ではない。従って、他の締

約国が要請する場合がある（条約第４条３４）。なお、ＯＳＩを要請した

締約国は、執行理事会の審議における投票権がないことに注意（条約第

４条５１）。 

（２）ＯＳＩの要請には少なくとも、当該事象の推定位置（及びその誤差範囲）

とその環境、査察区域、当該事象発生の推定時刻（及びその誤差範囲）

等を含める必要がある（条約議定書第二部４１）。 

（３）ＯＳＩの要請が、執行理事会におけるＯＳＩ不承認後及び査察報告検討

後、執行理事会において「根拠なし」と判定され、かつ「要請の権利濫

用」と判定されることがあり、この場合は事務局が行った準備を含むＯ

ＳＩに係る費用負担、一定期間の査察要請の権限停止、理事国としての

任務遂行停止の可能性がある。 

 

（了） 


